
(1)人口：約133万人（R2、生産年齢人口55.2％（H27比△1.8％） 、高齢者人口33.2％（H27比＋2.6％））
(2)主要産業構成：製造業（就業者数15.4％）、卸売業・小売業（就業者数15.0％）、医療・福祉（就業者数16.0％）
(3)経済状況：県内総生産5.1兆円（R3、前年度比+5.9％）、開業率3.2％（R4、前年度比+0.1％）、1人当たり県民所得267.0万円（R3、
前年度比+8.6％）
(4)雇用情勢：有効求人倍率 1.36倍（R5年度、前年度比△5.6％）、正社員有効求人倍率1.19倍（R6.3月、前年同月比＋0.03p）
(5)総合戦略等で重点的に取り組んでいる産業対策・雇用施策
全国の高齢者人口が最大となる2040年頃の将来像を見据え、今後４年間、本県が重点的に取り組む施策として「愛媛県総合計画」を
令和５年６月に策定。令和６年３月に「第２期愛媛県デジタル総合戦略」、7月に「愛媛県ものづくり産業・サービス産業振興指針」を策定。

地域における課題と現状

課題

＜企業・事業主＞ ＜求職者・労働者＞

     総括表 

必要な支援策
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① 人口減少による産業人材不足の解消（喫緊の課題） ④ 県民所得の向上（長期的な課題）

② 雇用のミスマッチ解消 （喫緊の課題） ⑤ デジタル人材の育成・確保 （長期的な課題）

③ 多様な人材の活用促進（喫緊の課題）

① 産業人材の確保

②④ 労働移動・処遇改善

②③④ 社内規定・環境の整備

①②③④⑤ 女性求職者

①②③④⑤ UIJターン・若年求職者

①②③ 外国人材

①⑤ デジタル人材

①②③④ 多様な人材を受け入れるための企業の態勢構築（A）

③④⑤ 企業ニーズに応じた求職者のスキルアップ（B）

①②③④⑤ きめ細かな就職支援（BC）

愛媛県概要



     女性人材等活躍のための環境整備・雇用創出事業 

女性人材等活躍のための環境の整備
および雇用の創出

事業テーマ

【事業規模】
事業費：2.76億円(①0.74億円、②1.01億円、③1.01億円)

【事業効果】
雇用創出：285人（①75人、②105人、③105人）

事業規模・事業効果

A：企業・事業主向け B：求職者・労働者向け

C：就職促進

地域の関係者からの意見・要望・提案等

製造業、情報通信業、
観光・食品関連産業等

戦略的雇用創造分野

労働局・ハローワーク
＜連携できる主な支援＞

・職業相談、職業紹介(C①)

・職業訓練

・雇用・労働関係助成金

学校・教育機関
＜連携できる主な支援＞

・学生への事業周知(A❶❷)

・授業の中で実施するなどの協
力(B❷)

県・市町・経済団体等
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〇地プロ事業

●県単独事業

①求人企業開拓員の設置による就労先企業の掘り
起こしと求職者ニーズに合致した求人要件の設定
支援

②良質な雇用の促進のための女性活躍推進セミ
ナーや県内企業間の交流促進を行う人事担当者交
流会の開催

③女性人材の確保・定着を図るための、専門家派
遣による受入環境整備支援

❶県内企業で働く女性若手社会人の本音を聞く、
女子学生との交流会

❷地元アクティビティとセットにした学生と企業
との交流

❸外国人材の採用相談、受入環境整備支援

❹ひめボス宣言事業所認証制度

＜連携できる主な支援＞

・チームえびす（経営支援拠点）

・ジョブカフェ愛work（就職支援拠点）

(A❶、B❶❷、C①❶) 

・外国人技能実習生受入促進協議会(A❸、C❷) 等

①女性の職場復帰を支援するセミナーの実施

②職業適性診断やキャリアデザインを取り入れた
求職者へのキャリア相談の実施
③デジタルスキル習得のためのリスキリング支援
（デジタルリスキリング支援研修等の実施）

④求職者スキルアップセミナー等の実施
（Microsoft office活用研修等）

❶就労後の職場定着支援

❷小中高生へのキャリア教育、職場体験

❸外国人材への生活支援

❹デジタル人材を育成する高校等への支援

❺医療・介護業界の資格取得に係る費用補助およ
び職業の知識習得等の支援

①企業ニーズに応じた職場見
学・マッチング交流会の実施
❶合同企業説明会等の就職支援

❷外国人材のマッチング支援

❸ＵＩＪターン就職促進事業

・県内には働きたい企業・仕事がない（県外就職する若者）

・若者の獲得を目指すものの、女性、高齢者等も手当てできず、
外国人材獲得の必要性が高まっている。（県内企業）

・女性の意識は変わり、働き続けることが一般化したが、企業側
が変わっていない。（県審議会委員）

・育成したデジタル人材を県内就職に結びつけることが重要（県
内企業）


